
国民健康保険制度の
概要について

厚生労働省、滋賀県資料から引用

資料２



※令和4年10月から一定の所得のある方は2割負担

※

（１）医療保険制度の体系
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（２）各保険者の比較
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（３）国保制度改革について
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（４）滋賀県における取組状況
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市町が個別に保険料を設定 県が統一保険料を設定

令和６年度以降の出来るだけ早い時期の保険料水準の統一や更なる事務

の効率化、標準化、広域化について検討し進めていきます。

所得割 ＊％
均等割 ▽円
平等割 ★円

所得割 ☆％
資産割 ×％
均等割 ■円
平等割 ◇円

所得割 □％
均等割 ×円
平等割 ◆円 所得割 ▲％

均等割 ☆円
平等割 ※円

県内のどこに住んでいても、
同じ所得、同じ世帯構成であれ
ば同じ保険料となる。

保険料水準の統一

Ａ市

Ｂ市

滋賀県

保険料水準の統一に向けた取組み状況

（Ａ市 Ｂ市 Ｃ町）

【現行】 【令和６年度以降】

第２期国保運営方針

保険料率の決定権限は、
保険料水準の統一後も市町

被保険者の負担の公平化を実現
保険料水準を統一するための３ステップ

①医療費水準を納付金算定に反映させない（第1期運営方針で達成）
②収納率を納付金算定に反映させる（令和３年度～）
③市町ごとの収入、支出を県全体の収入、支出としていく（今後検討～）
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（５）納付金、標準保険料率について
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医療給付費分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

5.87 24,235 16,442 2.49 10,005 6,787 2.23 11,419 5,673
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医療給付費分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

5.45 22,400 16,000 2.45 9,900 7,000 2.19 11,400 5,700

令和4年度の米原市の標準保険料率
各市町は県が示す標準保険料率を参考に、保険税（料）率を決定することとされています。

令和4年度の米原市の国民健康保険税率
米原市においては、県が示す標準保険料率を参考に第２期滋賀県国民健康保険運営方針の期間中において、基金等の
保有状況を考慮し、目指すべき国民健康保険税（料）率を見据えて保険料水準の統一に向けた税率改定を検討するため
、令和４年度においては令和３年度税率を据え置きました。



国民健康保険税（料）の仕組み

米原市は３方式
をとっており、資
産割は賦課して
いません

（参考）国民健康保険税（料）について
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課税限度額
（102万円）

医療分 65万円
後期分 20万円
介護分 17万円

（６）国民健康保険税（料）の均等割軽減等について
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国民健康保険税（以下「国保税」という。）の子どもに係る均等割保険税（料）については、子どもが多
いほど保険税（料）額が高くなることから、令和元年度に本協議会において協議をお願いし、様々な御意見
をいただいたところです。
本市においては、令和２年度に、新型コロナウイルス感染症の影響により、収入の減少が見込まれる子育

て世帯への緊急支援として、18歳以下の子どもに係る均等割の相当額を子育て世帯緊急応援金として支給す
るとともに、県をはじめ関係機関をとおして国に対して要望を行ってきました。このような中、国における
制度として令和４年度分から未就学児の国保税（料）均等割を５割軽減する措置が導入されました。
子育て世帯への支援措置は最重要課題であり、今後も、急速に少子高齢化が進む中、子育て世代の更なる

負担軽減を図るため、均等割軽減措置に係る軽減割合の拡大および対象年齢の拡充を県をとおして要望する
とともに、国において本件措置が導入されない場合は県として本件措置を導入されるよう要望しています。
なお、本市においては、令和４年度にコロナ禍における子育て世帯の更なる支援を目的として、国保税の

うち18歳以下の被保険者に係る均等割を実質ゼロとするため、一般会計において応援金を支給しており、令
和５年度以降も対応を検討中です。
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（７）子ども均等割に係る米原市の取組状況


